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三島町移住定住促進および空き家対策等に関する補助金
　町では、移住・定住の促進、集落の維持・活性化、景観の保全等を図るため、空き家の改修・解体または新築・増築のための費用の一部を補助します。
　 ※空き家とは、日常的に居住していない家屋であり、所有者等が日常的には居住せず、年数回程度定期的に利用している場合も含みます。

区　　分
①空き家の取得・改修

②住宅の新築 ③住宅の改修
移住・定住 地域活動促進

補助の対象

移住・定住に伴う町内に存
する空き家の取得・改修（５
年以上の定住を伴う場合に
限る）

地域活動等での使用を目的とす
る町内に存する空き家の取得・
改修（５年間の利活用計画が策
定されている場合に限る）

移住・定住（町外人口流出抑制に資する場合
を含む）に伴い、5 年以上定住するための住
宅の新築

新たに世帯員の増加を伴い、か
つ改修後５年以上定住するため
の町内に存する住宅の増築を伴
う改修

補助対象者

※町税、使用料等の滞納がない者。
① 空き家の所有者（購入者の場合は売買契約書が必要）
② 空き家の借主（所有者の同意・賃貸借契約書が必要）
③ ①の相続人（子、孫など。複数人の場合は確約書が必要）

①住宅の施工主 ①住宅の所有者
②①の相続人（子、孫など。複
数人の場合は確約書が必要）

補助対象経費
①工事請負費　②住宅取得費用　③調査設計費　④家財処分費　⑤ハウスクリーニング費　⑥その他、町長が必要と認める経費

【対象外経費】　・蔵や倉庫、車庫等の付属構築物　・新築又は改修の場合、土地購入費　・補助金の交付決定前に着手した工事

補助金の額
補助対象経費の３分の２以内（千円未満の端数切捨て）

上限100万円 上限100万円
①町内の事業者を利用した場合　上限150万
③町外の事業者を利用した場合　上限100万

上限100万円

留 意 事 項

・１申請者につき申請１回となる。
・原則として、町内の事業者により改修、新築を行うこと。空き家の取得・改修又は住宅の新築・改修の場合、改修又は新築後 5 年間は町への経過報告が
　必要となること（補助金返還となる場合あり）。

・空き家の取得か住宅の新築を申請する方で「来てふくしま住宅取得支援事業」の対象要件（県外からの移住）に該当する場合、補助の額が加算されること。
・「三島町空き家家財処分費等補助金」との併用は、入居者による本補助金の申請に限り可能であること。　

問地域政策課　地域政策係　☎（48）5533

三島町空き家・住宅取得改修費等補助金（概要）

三島町空き家等解体費補助金（概要）
補助の対象

利活用の見込みのない空き家や倒壊等のおそれのある町内
に存する空き家の解体

補助対象者

① 空き家の所有者
② ①の相続人（子、孫など。複数人の場合は確約書が必要）
③ 委任者（委任状が必要）
※町税、使用料等の滞納がない者

補助対象経費

①工事請負費　②調査設計費　③家財処分費　④その他、
町長が必要と認める経費

【対象外経費】　・蔵や倉庫、車庫等の付属構築物　・空き
家の一部解体　・補助金の交付決定前に着手した工事

補助金の額

補助対象経費の 3 分の 2 以内（千円未満の端数切捨て）　
上限75万円
※物件が全壊程度と判断された場合は、上限 25万円

留 意 事 項

・申請者につき申請１回となること。
・固定資産台帳に「専用住宅 ( 一般住宅 )」と記載されており、
　所有権を除く物権又は賃借権が設定されていないもの に限
　る。

・原則として、町内の事業者により解体を行うこと。
・解体工事費の基準単価は、15,000 円／㎡を上限とする。
・建築士の状態判断において「全壊」と判断された場合 ( 住
　家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、損壊
　部分が延床面積の 70% 以上に達した程度のもの ) には、
　補助金の上限が 25 万円となること。

・「三島町空き家家財処分費等補助金」の交付を受けた場合
　は、当該補助金額を差し引いた額を補助上限として算出
　すること。

・賃借者が「三島町空き家・住宅取得改修費等補助金」の
　交付を受け改修した場合は、補助額が減額になる可能性
　があること。

三島町空き家家財処分費等補助金（概要）
補助の対象

三島町空き家・空き地バンクに登録する空き家等（すでに登
録済みの場合も含む）の家財処分及びハウスクリーニング費

補助対象者
① 空き家の所有者
② ①の相続人（子、孫など。複数人の場合は確約書が必要）
※町税、使用料等の滞納がない者

補助対象経費

①家財処分費　②ハウスクリーニング費　③その他、町長
が必要と認める経費

【対象外経費】　・蔵や倉庫、車庫等の付属構築物分の費用
・補助金の交付決定前に着手した分

補助金の額
補助対象経費の 3 分の 2 以内（千円未満の端数切捨て）
上限15万円

留 意 事 項

・１申請者につき申請１回となること。
・所有権等が整理されており、三島町空き家・空き地バンク
　に２年間登録することが条件であること（補助金返還と
　なる場合あり）。

三島町空き家利活用モデル事業
令和６年度に改修・貸出する空き家を募集します

事業概要
　町内の空き家を町が 13 年間借り上げ、国・町の予算で空き家の改
修工事を行い、町が管理するとともに、移住・定住希望者等への貸し
出しを行う事業です。

対象条件

・法務局において、不動産登記されている建物
・建物が存する土地が借地でないもの
・当該建物及び周囲との関係について、係争事や問題のないもの
・三島町防災マップによる土石流・急傾斜・特別警戒区域外であること
・屋根、外壁、基礎に著しい損傷のないもの
・令和６年 3 月までに仏壇や神棚を含めて、家財の処分ができること

申込期間 随時募集　※詳しくは役場地域政策課までお問い合わせください。

　町では、空き家利活用並びに慢性的な住宅不足を解消し、移住・定住の促進
を目的とした「三島町空き家利活用モデル事業」を実施するため、以下の条件
で空き家を募集します。


